
















の専門家である ( 一財 ) 日本立地センターの高野部長、
豊橋市、浜松市の企業立地部署の方々の参加によるＷ
Ｇの助言を得ながら実施した。
2015 年 8 月 31 日
第１回ワーキング　実施方針、進め方等の確認
同年 9 月〜 11 月
ワーキングを踏まえた方針変更等の検討
同年 12 月〜 1 月
アンケート調査実施方針、調査票内容の検討


































同年 3 月 11 日
分析・とりまとめ結果と今後の研究方針について
6. 今後の展開



















・  全体の約半数である 129 社が次世代産業分野への
取組を行い、特に ｢次世代自動車関連｣ (32％）､ ｢






分野は、｢競争力強化への対応｣ (54％ ) であり、｢
異業種交流を進め新分野開拓｣ (38％ ) 等が対応策
として挙がっている。
(3) 今後 3 〜 5 年間の投資意向と広域的な施策ニーズ







・  設備投資面では｢設備に関する補助金制度｣(36％ )、
｢事業税、固定資産税、不動産取得税に関する優遇
措置｣ (20％ ) が、人材の確保等では「地元雇用者
に対する雇用奨励金制度｣ (62％ ) が突出して高い。
また、｢主要企業の製品製造分野、技術等に関する
企業情報の提供」(27％ )、｢広域的な企業立地相談




















・日時：2016 年 2 月 27 日
・分科会 3「越境地域と経済」において、「三遠南信地 
　域の新産業創出に向けた広域的な振興施策に関する
　研究」について、協力者の加藤勝敏が発表した。
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